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改正前 改正後 

 

（第二条第十二号の十八追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第一章 国内源泉所得 

（国内源泉所得） 

第百三十八条  この編において「国内源泉所得」とは、次に掲げるものをいう。 

一  国内において行う事業から生じ、又は国内にある資産の運用、保有若しくは譲渡に

より生ずる所得（次号から第十一号までに該当するものを除く。）その他その源泉が国内

にある所得として政令で定めるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

第二条 

十二の十八  恒久的施設 次に掲げるものをいう。 

 イ 外国法人の国内にある支店、工場その他事業を行う一定の場所で政令で定めるもの 

 ロ 外国法人の国内にある建設作業場（外国法人が国内において建設作業等（建設、据付け、

組立てその他の作業又はその作業の指揮監督の役務の提供で一年を超えて行われるものを

いう。）を行う場所をいい、当該外国法人の国内における当該建設作業等を含む。） 

ハ 外国法人が国内に置く自己のために契約を締結する権限のある者その他これに準ずる

者で政令で定めるもの 

 

 

 

 

 

第一章 国内源泉所得 

（国内源泉所得） 

第百三十八条  この編において「国内源泉所得」とは、次に掲げるものをいう。 

一  外国法人が恒久的施設を通じて事業を行う場合において、当該恒久的施設が当該外国法人

から独立して事業を行う事業者であるとしたならば、当該恒久的施設が果たす機能、当該恒久

的施設において使用する資産、当該恒久的施設と当該外国法人の本店等（当該外国法人の本店、

支店、工場その他これらに準ずるものとして政令で定めるものであつて当該恒久的施設以外の

ものをいう。次項及び次条第二項において同じ。）との間の内部取引その他の状況を勘案して、

当該恒久的施設に帰せられるべき所得（当該恒久的施設の譲渡により生ずる所得を含む。） 

 

二  国内にある資産の運用又は保有により生ずる所得（所得税法第百六十一条第一項第八号

から第十一号まで及び第十三号から第十六号まで（国内源泉所得）に該当するものを除く。） 
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二  国内において人的役務の提供を主たる内容とする事業で政令で定めるものを行う法

人が受ける当該人的役務の提供に係る対価 

 

三  国内にある不動産、国内にある不動産の上に存する権利若しくは採石法 （昭和二十

五年法律第二百九十一号）の規定による採石権の貸付け（地上権又は採石権の設定その他

他人に不動産、不動産の上に存する権利又は採石権を使用させる一切の行為を含む。）、鉱

業法 （昭和二十五年法律第二百八十九号）の規定による租鉱権の設定又は所得税法第二

条第一項第三号 （定義）に規定する居住者若しくは内国法人に対する船舶若しくは航空

機の貸付けによる対価 

 

四  所得税法第二十三条第一項 （利子所得）に規定する利子等のうち次に掲げるもの 

イ 日本国の国債若しくは地方債又は内国法人の発行する債券の利子 

ロ 外国法人の発行する債券の利子のうち当該外国法人が国内において行う事業に帰

せられるものその他の政令で定めるもの 

ハ 国内にある営業所、事務所その他これらに準ずるもの（以下この条において「営業

所」という。）に預け入れられた所得税法第二条第一項第十号 に規定する預貯金の利

子 

ニ 国内にある営業所に信託された合同運用信託、公社債投資信託又は公募公社債等運

用投資信託（所得税法第二条第一項第十五号の三 に規定する公募公社債等運用投資

信託をいう。次号ロにおいて同じ。）の収益の分配 

 

五  所得税法第二十四条第一項 （配当所得）に規定する配当等のうち次に掲げるもの 

イ 内国法人から受ける所得税法第二十四条第一項 に規定する剰余金の配当、利益の

配当、剰余金の分配又は基金利息 

ロ 国内にある営業所に信託された所得税法第二条第一項第十二号の二 に規定する等

資信託（公社債投資信託及び公募公社債等運用投資信託を除く。）又は第二条第二十

三  国内にある資産の譲渡により生ずる所得として政令で定めるもの 

 

四  国内において人的役務の提供を主たる内容とする事業で政令で定めるものを行う法人が

受ける当該人的役務の提供に係る対価 

 

五  国内にある不動産、国内にある不動産の上に存する権利若しくは採石法 （昭和二十五年

法律第二百九十一号）の規定による採石権の貸付け（地上権又は採石権の設定その他他人に不

動産、不動産の上に存する権利又は採石権を使用させる一切の行為を含む。）、鉱業法 （昭和二

十五年法律第二百八十九号）の規定による租鉱権の設定又は所得税法第二条第一項第三号 （定

義）に規定する居住者若しくは内国法人に対する船舶若しくは航空機の貸付けによる対価 

 

 

（四号及び五号削除） 
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九号ハ（定義）に規定する特定受益証券発行信託の収益の分配 

 

六  国内において業務を行う者に対する貸付金（これに準ずるものを含む。）で当該業務

に係るものの利子（政令で定める利子を除き、債券の買戻又は売戻条件付売買取引として

政令で定めるものから生ずる差益として政令で定めるものを含む。） 

 

七  国内において業務を行う者から受ける次に掲げる使用料又は対価で当該業務に係る

もの 

イ 工業所有権その他の技術に関する権利、特別の技術による生産方式若しくはこれら

に準ずるものの使用料又はその譲渡による対価 

ロ 著作権（出版権及び著作隣接権その他これに準ずるものを含む。）の使用料又はそ

の譲渡による対価 

ハ 機械、装置その他政令で定める用具の使用料 

八  国内において行う事業の広告宣伝のための賞金として政令で定めるもの 

 

九  国内にある営業所又は国内において契約の締結の代理をする者を通じて締結した保

険業法第二条第三項 （定義）に規定する生命保険会社又は同条第四項 に規定する損害保

険会社の締結する保険契約その他の年金に係る契約で政令で定めるものに基づいて受け

る年金（年金の支払の開始の日以後に当該年金に係る契約に基づき分配を受ける剰余金又

は割戻しを受ける割戻金及び当該契約に基づき年金に代えて支給される一時金を含む。） 

 

十  次に掲げる給付補てん金、利息、利益又は差益 

イ 所得税法第百七十四条第三号 （内国法人に係る所得税の課税標準）に掲げる給付

補てん金のうち国内にある営業所が受け入れた定期積金に係るもの 

ロ 所得税法第百七十四条第四号 に掲げる給付補てん金のうち国内にある営業所が受

け入れた同号 に規定する掛金に係るもの 

ハ 所得税法第百七十四条第五号 に掲げる利息のうち国内にある営業所を通じて締結

された同号 に規定する契約に係るもの 

 

 

六  前各号に掲げるもののほかその源泉が国内にある所得として政令で定めるもの 

 

 

 

（七号から十一号削除） 
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ニ 所得税法第百七十四条第六号 に掲げる利益のうち国内にある営業所を通じて締結

された同号 に規定する契約に係るもの 

ホ 所得税法第百七十四条第七号 に掲げる差益のうち国内にある営業所が受け入れた

預貯金に係るもの 

ヘ 所得税法第百七十四条第八号 に掲げる差益のうち国内にある営業所又は国内にお

いて契約の締結の代理をする者を通じて締結された同号 に規定する契約に係るもの 

十一  国内において事業を行う者に対する出資につき、匿名組合契約（これに準ずる契

約として政令で定めるものを含む。）に基づいて受ける利益の分配 

 

（第２項及び第３項追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（租税条約に異なる定めがある場合の国内源泉所得） 

第百三十九条  日本国が締結した所得に対する租税に関する二重課税防止のための条約

において国内源泉所得につき前条の規定と異なる定めがある場合には、その条約の適用を

受ける法人については、同条の規定にかかわらず、国内源泉所得は、その異なる定めがあ

る限りにおいて、その条約に定めるところによる。この場合において、その条約が同条第

二号から第十一号までの規定に代わつて国内源泉所得を定めているときは、この法律中こ

れらの号に規定する事項に関する部分の適用については、その条約により国内源泉所得と

されたものをもつてこれに対応するこれらの号に掲げる国内源泉所得とみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前項第一号に規定する内部取引とは、外国法人の恒久的施設と本店等との間で行われた資

産の移転、役務の提供その他の事実で、独立の事業者の間で同様の事実があつたとしたならば、

これらの事業者の間で、資産の販売、資産の購入、役務の提供その他の取引（資金の借入れに

係る債務の保証、保険契約に係る保険責任についての再保険の引受けその他これらに類する取

引として政令で定めるものを除く。）が行われたと認められるものをいう。 

 

３ 恒久的施設を有する外国法人が国内及び国外にわたつて船舶又は航空機による運送の事業

を行う場合には、当該事業から生ずる所得のうち国内において行う業務につき生ずべき所得と

して政令で定めるものをもつて、第一項第一号に掲げる所得とする。 

 

（租税条約に異なる定めがある場合の国内源泉所得） 

第百三十九条  日本国が締結した所得に対する租税に関する二重課税防止のための条約（以下

この条において「租税条約」という。）において国内源泉所得につき前条の規定と異なる定めが

ある場合には、その租税条約の適用を受ける外国法人については、同条の規定にかかわらず、

国内源泉所得は、その異なる定めがある限りにおいて、その租税条約に定めるところによる。

この場合において、その租税条約が同条第一項第四号又は第五号の規定に代わつて国内源泉所

得を定めているときは、この法律中これらの号に規定する事項に関する部分の適用については、

その租税条約により国内源泉所得とされたものをもつてこれに対応するこれらの号に掲げる国

内源泉所得とみなす。 
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（第２項追加） 

 

 

 

 

 

 

 

（国内源泉所得の範囲の細目） 

第百四十条  前二条に定めるもののほか、国内源泉所得の範囲に関し必要な事項は、政

令で定める。 

 

   第二章 各事業年度の所得に対する法人税 

第一節 課税標準及びその計算 

 

（外国法人に係る各事業年度の所得に対する法人税の課税標準） 

第百四十一条  外国法人に対して課する各事業年度の所得に対する法人税の課税標準

は、各事業年度の所得のうち次の各号に掲げる外国法人の区分に応じ当該各号に掲げる国

内源泉所得に係る所得の金額とする。 

一  国内に支店、工場その他事業を行なう一定の場所で政令で定めるものを有する外

国法人 すべての国内源泉所得 

二  国内において建設、据付け、組立てその他の作業又はその作業の指揮監督の役務

の提供（以下この号において「建設作業等」という。）を一年を超えて行う外国法人

（前号に該当する外国法人を除く。） 次に掲げる国内源泉所得 

イ 第百三十八条第一号から第三号まで（国内源泉所得）に掲げる国内源泉所得 

ロ 第百三十八条第四号から第十一号までに掲げる国内源泉所得のうち、その外国

法人が国内において行う建設作業等に係る事業に帰せられるもの 

 

２ 恒久的施設を有する外国法人の前条第一項第一号に掲げる所得を算定する場合において、

当該外国法人の恒久的施設と本店等との間の同号に規定する内部取引から所得が生ずる旨を定

める租税条約以外の租税条約の適用があるときには、同号に規定する内部取引には、当該外国

法人の恒久的施設と本店等との間の利子（これに準ずるものとして政令で定めるものを含む。

以下この項において同じ。）の支払に相当する事実（政令で定める金融機関に該当する外国法人

の恒久的施設と本店等との間の利子の支払に相当する事実を除く。）その他政令で定める事実

は、含まれないものとする。 

 

（国内源泉所得の範囲の細目） 

第百四十条  前二条に定めるもののほか、国内源泉所得の範囲に関し必要な事項は、政令で定

める。 

 

   第二章 各事業年度の所得に対する法人税 

    第一節 課税標準及びその計算 

第一款 課税標準 

（外国法人に係る各事業年度の所得に対する法人税の課税標準） 

第百四十一条  外国法人に対して課する各事業年度の所得に対する法人税の課税標準は、次

の各号に掲げる外国法人の区分に応じ当該各号に定める国内源泉所得に係る所得の金額とす

る。 

一  恒久的施設を有する外国法人 各事業年度の次に掲げる国内源泉所得 

イ 第百三十八条第一項第一号（国内源泉所得）に掲げる国内源泉所得 

ロ 第百三十八条第一項第二号から第六号までに掲げる国内源泉所得（同項第一号に掲げ

る国内源泉所得に該当するものを除く。） 

二  恒久的施設を有しない外国法人 各事業年度の第百三十八条第一項第二号から第六

号までに掲げる国内源泉所得 
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三  国内に自己のために契約を締結する権限のある者その他これに準ずる者で政令で

定めるもの（以下この号において「代理人等」という。）を置く外国法人（第一号に

該当する外国法人を除く。） 次に掲げる国内源泉所得 

イ 第百三十八条第一号から第三号までに掲げる国内源泉所得 

ロ 第百三十八条第四号から第十一号までに掲げる国内源泉所得のうち、その外国

法人が国内においてその代理人等を通じて行う事業に帰せられるもの 

四  前三号に掲げる外国法人以外の外国法人 次に掲げる国内源泉所得 

イ 第百三十八条第一号に掲げる国内源泉所得のうち、国内にある資産の運用若し

くは保有又は国内にある不動産の譲渡により生ずるものその他政令で定めるもの 

ロ 第百三十八条第二号及び第三号に掲げる国内源泉所得 

 

 

 

（国内源泉所得に係る所得の金額の計算） 

第百四十二条  外国法人の前条に規定する国内源泉所得に係る所得の金額は、当該国内

源泉所得に係る所得について、政令で定めるところにより、前編第一章第一節第二款から

第九款まで（内国法人の各事業年度の所得の金額の計算）（第二十三条の二（外国子会社

から受ける配当等の益金不算入）、第二十五条の二（受贈益の益金不算入）、第三十三条第

五項（資産の評価損の損金不算入等）、第三十七条第二項（寄附金の損金不算入）、第三十

九条の二（外国子会社から受ける配当等に係る外国源泉税等の損金不算入）、第四十六条

（非出資組合が賦課金で取得した固定資産等の圧縮額の損金算入）、第五十七条第二項（青

色申告書を提出した事業年度の欠損金の繰越し）、第五十八条第二項（青色申告書を提出

しなかつた事業年度の災害による損失金の繰越し）、第六十条の二（協同組合等の事業分

量配当等の損金算入）及び第六十一条の二第十六項（有価証券の譲渡益又は譲渡損の益金

又は損金算入）並びに第五款第五目（連結納税の開始等に伴う資産の時価評価損益）及び

第六目（完全支配関係がある法人の間の取引の損益）を除く。）及び第十一款（各事業年

度の所得の金額の計算の細目）の規定に準じて計算した金額とする。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第二款 恒久的施設帰属所得に係る所得の金額の計算 

 

（恒久的施設帰属所得に係る所得の金額の計算） 

第百四十二条  外国法人の各事業年度の前条第一号イに掲げる国内源泉所得（以下この款に

おいて「恒久的施設帰属所得」という。）に係る所得の金額は、外国法人の当該事業年度の恒久

的施設を通じて行う事業に係る益金の額から当該事業年度の当該事業に係る損金の額を控除し

た金額とする。 

２  外国法人の各事業年度の恒久的施設帰属所得に係る所得の金額の計算上当該事業年度の

益金の額又は損金の額に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、外国法人の恒久的

施設を通じて行う事業につき、前編第一章第一節第二款から第九款まで（内国法人の各事業年

度の所得の金額の計算）（第二十三条の二（外国子会社から受ける配当等の益金不算入）、第二

十五条の二（受贈益の益金不算入）、第二十六条（還付金等の益金不算入）、第三十三条第五項

（資産の評価損の損金不算入等）、第三十七条第二項（寄附金の損金不算入）、第三十九条の二

（外国子会社から受ける配当等に係る外国源泉税等の損金不算入）、第四十一条（法人税額から

控除する外国税額の損金不算入）、第四十六条（非出資組合が賦課金で取得した固定資産等の圧

縮額の損金算入）、第五十七条第二項（残余財産の確定に係る部分に限る。）（青色申告書を提出

した事業年度の欠損金の繰越し）、第五十八条第二項（残余財産の確定に係る部分に限る。）（青
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色申告書を提出しなかつた事業年度の災害による損失金の繰越し）、第六十条の二（協同組合等

の事業分量配当等の損金算入）及び第六十一条の二第十六項（有価証券の譲渡益又は譲渡損の

益金又は損金算入）並びに第五款第五目（連結納税の開始等に伴う資産の時価評価損益）及び

第六目（完全支配関係がある法人の間の取引の損益）を除く。）及び第十一款（各事業年度の所

得の金額の計算の細目）の規定に準じて計算した場合に益金の額となる金額又は損金の額とな

る金額とする。 

３  外国法人の各事業年度の恒久的施設帰属所得に係る所得の金額につき、前項の規定によ

り第二十二条（各事業年度の所得の金額の計算）の規定に準じて計算する場合には、次に定め

るところによる。 

一  第二十二条第三項第二号に規定する販売費、一般管理費その他の費用のうち第百三十

八条第一項第一号（国内源泉所得）に規定する内部取引に係るものについては、債務の確

定しないものを含むものとする。 

二  第二十二条第三項第二号に規定する販売費、一般管理費その他の費用には、外国法人

の恒久的施設を通じて行う事業及びそれ以外の事業に共通するこれらの費用のうち、当該

恒久的施設を通じて行う事業に係るものとして政令で定めるところにより配分した金額

を含むものとする。 

三  第二十二条第五項に規定する資本等取引には、恒久的施設を開設するための外国法人

の本店等（第百三十八条第一項第一号に規定する本店等をいう。以下この号において同

じ。）から恒久的施設への資金の供与又は恒久的施設から本店等への剰余金の送金その他

これらに類する事実を含むものとする。 

４  前項に定めるもののほか、第二項の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

（還付金等の益金不算入） 

第百四十二条の二  外国法人が次に掲げるものの還付を受け、又はその還付を受けるべき金

額を未納の国税若しくは地方税に充当される場合には、その還付を受け又は充当される金額は、

その外国法人の各事業年度の恒久的施設帰属所得に係る所得の金額の計算上、益金の額に算入

しない。 

一  前条第二項の規定により第三十八条第一項又は第二項（法人税額等の損金不算入）の
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規定に準じて計算する場合に各事業年度の恒久的施設帰属所得に係る所得の金額の計算

上損金の額に算入されないもの 

二  前条第二項の規定により第五十五条第三項（不正行為等に係る費用等の損金不算入）

の規定に準じて計算する場合に各事業年度の恒久的施設帰属所得に係る所得の金額の計

算上損金の額に算入されないもの 

三  第百四十四条の十一（所得税額等の還付）又は第百四十七条の三（確定申告に係る更

正等による所得税額等の還付）の規定による還付金（第百四十四条の六第一項第五号（確

定申告）に掲げる金額（同項第八号の規定に該当する場合には、同号に掲げる金額）に相

当するものに限る。） 

四  第百四十四条の十三（欠損金の繰戻しによる還付）の規定による還付金（同条第一項

第一号に定める金額に相当するものに限る。）又は地方法人税法第二十三条（欠損金の繰戻

しによる法人税の還付があつた場合の還付）の規定による還付金（同号に定める金額に百

分の四・四を乗じて計算した金額に相当するものに限る。） 

２  外国法人が納付することとなつた外国法人税（第六十九条第一項（外国税額の控除）に

規定する外国法人税をいう。以下この項において同じ。）の額につき第百四十四条の二第一項か

ら第三項まで（外国法人に係る外国税額の控除）の規定の適用を受けた事業年度（以下この項

において「適用事業年度」という。）開始の日後七年以内に開始する当該外国法人の各事業年度

において当該外国法人税の額が減額された場合（当該外国法人が同条第六項に規定する適格合

併等により同項に規定する被合併法人等である他の外国法人の恒久的施設に係る事業の全部又

は一部の移転を受けた場合にあつては、当該被合併法人等が納付することとなつた外国法人税

の額のうち当該外国法人が移転を受けた当該事業に係る所得に基因して納付することとなつた

外国法人税の額に係る当該被合併法人等の適用事業年度開始の日後七年以内に開始する当該外

国法人の各事業年度において当該外国法人税の額が減額された場合を含む。）には、その減額さ

れた金額のうち同条第一項に規定する控除対象外国法人税の額が減額された部分として政令で

定める金額（益金の額に算入する額として政令で定める金額を除く。）は、当該外国法人の各事

業年度の恒久的施設帰属所得に係る所得の金額の計算上、益金の額に算入しない。 

３  外国法人が前条第二項の規定により第五十五条第四項の規定に準じて計算する場合にお

いて各事業年度の恒久的施設帰属所得に係る所得の金額の計算上損金の額に算入されないもの
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の還付を受けるときは、その還付を受ける金額は、その外国法人の各事業年度の恒久的施設帰

属所得に係る所得の金額の計算上、益金の額に算入しない。 

 

（保険会社の投資資産及び投資収益） 

第百四十二条の三  外国法人（保険業法第二条第七項（定義）に規定する外国保険会社等に

限る。以下この項において同じ。）の各事業年度の恒久的施設に係る投資資産（保険料として収

受した金銭その他の資産を保険契約に基づく将来の債務の履行に備えるために運用する場合の

その運用資産として財務省令で定めるものをいう。以下この項及び第五項において同じ。）の額

が、当該外国法人の投資資産の額のうち当該恒久的施設に帰せられるべき金額として政令で定

めるところにより計算した金額に満たない場合には、その満たない部分に相当する金額に係る

収益の額として政令で定めるところにより計算した金額は、当該外国法人の当該恒久的施設を

通じて行う事業に係る収益の額として、当該外国法人の当該事業年度の恒久的施設帰属所得に

係る所得の金額の計算上、益金の額に算入する。 

２  前項の規定は、次のいずれかに該当する場合には、適用しない。 

一  前項に規定する満たない部分に相当する金額が同項に規定する恒久的施設に帰せら

れるべき金額として政令で定めるところにより計算した金額の百分の十以下であるとき。 

二  前項に規定する満たない部分に相当する金額に係る収益の額として政令で定めると

ころにより計算した金額が千万円以下であるとき。 

三  当該事業年度の恒久的施設に係る総資産の額が当該事業年度の当該恒久的施設に係

る負債の額及び純資産の額の合計額を上回る場合として政令で定める場合に該当すると

き。 

３  前項の規定は、同項各号に掲げる場合のいずれかに該当する旨を記載した書類及びその

計算に関する書類を保存している場合に限り、適用する。 

４  税務署長は、前項の書類を保存していなかつた場合においても、その保存がなかつたこ

とについてやむを得ない事情があると認めるときは、当該書類の提出があつた場合に限り、第

二項の規定を適用することができる。 

５  投資資産の額の算定の時期その他第一項及び第二項の規定の適用に関し必要な事項は、

政令で定める。 



新旧対照表 法人税法 138-145   

10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（恒久的施設に帰せられるべき資本に対応する負債の利子の損金不算入） 

第百四十二条の四  外国法人の各事業年度の恒久的施設に係る自己資本の額（当該恒久的施

設に係る純資産の額として政令で定めるところにより計算した金額をいう。）が、当該外国法人

の資本に相当する額のうち当該恒久的施設に帰せられるべき金額として政令で定めるところに

より計算した金額に満たない場合には、当該外国法人の当該事業年度の恒久的施設を通じて行

う事業に係る負債の利子（これに準ずるものとして政令で定めるものを含む。）の額として政令

で定める金額のうち、その満たない金額に対応する部分の金額として政令で定めるところによ

り計算した金額は、当該外国法人の当該事業年度の恒久的施設帰属所得に係る所得の金額の計

算上、損金の額に算入しない。 

２  外国法人の資本に相当する額が著しく低い場合の恒久的施設に帰せられるべき資本に相

当する額の計算その他前項の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

（外国銀行等の資本に係る負債の利子の損金算入） 

第百四十二条の五  銀行法第四十七条第二項（外国銀行の免許等）に規定する外国銀行支店

に係る同法第十条第二項第八号（業務の範囲）に規定する外国銀行又は金融商品取引法第二条

第九項（定義）に規定する金融商品取引業者（同法第二十八条第一項（通則）に規定する第一

種金融商品取引業を行う外国法人に限る。）である外国法人の各事業年度において、その有する

資本に相当するものに係る負債につき支払う負債の利子（これに準ずるものとして政令で定め

るものを含む。）がある場合には、当該利子の額のうち当該外国法人の前条第一項に規定する恒

久的施設に帰せられるべき金額として政令で定めるところにより計算した金額に対応するもの

として政令で定めるところにより計算した金額は、当該外国法人の当該事業年度の恒久的施設

帰属所得に係る所得の金額の計算上、損金の額に算入する。 

２  前項の規定は、確定申告書、修正申告書又は更正請求書に同項の規定により損金の額に

算入される金額の計算に関する明細書の添付があり、かつ、その計算に関する書類を保存して

いる場合に限り、適用する。 

３  税務署長は、第一項の規定により損金の額に算入されることとなる金額の全部又は一部

につき前項の書類の保存がない場合においても、当該書類の保存がなかつたことについてやむ
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を得ない事情があると認めるときは、当該書類の提出があつた場合に限り、当該書類の保存が

なかつた金額につき第一項の規定を適用することができる。 

４  第一項に規定する資本に相当するものに係る負債の範囲その他同項の規定の適用に関し

必要な事項は、政令で定める。 

 

（法人税額から控除する外国税額の損金不算入） 

第百四十二条の六  外国法人が第百四十四条の二第一項（外国法人に係る外国税額の控除）

に規定する控除対象外国法人税の額につき同条又は第百四十四条の十一第一項（所得税額等の

還付）若しくは第百四十七条の三第一項（確定申告に係る更正等による所得税額等の還付）の

規定の適用を受ける場合には、当該控除対象外国法人税の額は、その外国法人の各事業年度の

恒久的施設帰属所得に係る所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。 

（本店配賦経費に関する書類の保存がない場合における本店配賦経費の損金不算入） 

 

第百四十二条の七  外国法人が第百四十二条第三項第二号（恒久的施設帰属所得に係る所得

の金額の計算）の規定の適用を受ける場合において、同号に規定する政令で定めるところによ

り配分した金額（以下この条において「本店配賦経費」という。）につき、その配分に関する計

算の基礎となる書類その他の財務省令で定める書類の保存がないときは、その書類の保存がな

かつた本店配賦経費については、その外国法人の各事業年度の恒久的施設帰属所得に係る所得

の金額の計算上、損金の額に算入しない。 

２  税務署長は、本店配賦経費の全部又は一部につき前項の書類の保存がない場合において

も、その保存がなかつたことについてやむを得ない事情があると認めるときは、当該書類の提

出があつた場合に限り、その書類の保存がなかつた本店配賦経費につき同項の規定を適用しな

いことができる。 

 

（恒久的施設の閉鎖に伴う資産の時価評価損益） 

第百四十二条の八  恒久的施設を有する外国法人が恒久的施設を有しないこととなつた場合

（恒久的施設の他の者への譲渡その他の政令で定める事由により恒久的施設を有しないことと

なつた場合を除く。）には、恒久的施設閉鎖事業年度（恒久的施設を有しない外国法人になつた
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 第二節 税額の計算 

 

（外国法人に係る各事業年度の所得に対する法人税の税率） 

第百四十三条  外国法人に対して課する各事業年度の所得に対する法人税の額は、第百

四十一条（外国法人に係る法人税の課税標準）に規定する国内源泉所得に係る所得の金額

に百分の二十五・五の税率を乗じて計算した金額とする。 

 

 

 

２  前項の場合において、普通法人のうち各事業年度終了の時において資本金の額若し

くは出資金の額が一億円以下であるもの若しくは資本若しくは出資を有しないもの又は

日の属する事業年度をいう。以下この項において同じ。）終了の時に恒久的施設に帰せられる資

産（第六十一条の三第一項第一号（売買目的有価証券の評価益又は評価損の益金又は損金算入

等）に規定する売買目的有価証券その他の政令で定める資産を除く。）の評価益（当該終了の時

の価額がその時の帳簿価額を超える場合のその超える部分の金額をいう。）又は評価損（当該終

了の時の帳簿価額がその時の価額を超える場合のその超える部分の金額をいう。）は、当該外国

法人の当該恒久的施設閉鎖事業年度の恒久的施設帰属所得に係る所得の金額の計算上、益金の

額又は損金の額に算入する。 

２  前項の規定により同項に規定する評価益又は評価損が益金の額又は損金の額に算入され

た資産の帳簿価額その他同項の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

第三款 その他の国内源泉所得に係る所得の金額の計算 

 

第百四十二条の九  外国法人の各事業年度の第百四十一条第一号ロ及び第二号（課税標準）

に定める国内源泉所得に係る所得の金額は、これらの規定に規定する国内源泉所得につき政令

で定めるところにより第百四十二条（恒久的施設帰属所得に係る所得の金額の計算）及び第百

四十二条の二（還付金等の益金不算入）の規定に準じて計算した金額とする。 

 

    第二節 税額の計算 

 

（外国法人に係る各事業年度の所得に対する法人税の税率） 

第百四十三条  外国法人に対して課する各事業年度の所得に対する法人税の額は、次に掲げる

国内源泉所得の区分ごとに、これらの国内源泉所得に係る所得の金額に百分の二十五・五の税

率を乗じて計算した金額とする。 

一  第百四十一条第一号イ（課税標準）に掲げる国内源泉所得 

二  第百四十一条第一号炉に掲げる国内源泉所得 

三  第百四十一条第二号に定める国内源泉所得 

２  前項の場合において、普通法人のうち各事業年度終了の時において資本金の額若しくは出

資金の額が一億円以下であるもの若しくは資本若しくは出資を有しないもの又は人格のない社
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人格のない社団等の第百四十一条に規定する国内源泉所得に係る所得の金額のうち年八

百万円以下の金額については、同項の規定にかかわらず、百分の十九の税率による。 

３  事業年度が一年に満たない外国法人に対する前項の規定の適用については、同項中

「年八百万円」とあるのは、「八百万円を十二で除し、これに当該事業年度の月数を乗じ

て計算した金額」とする。 

４  前項の月数は、暦に従つて計算し、一月に満たない端数を生じたときは、これを一

月とする。 

５  外国法人である普通法人のうち各事業年度終了の時において次に掲げる法人に該当

するものについては、第二項の規定は、適用しない。 

一  保険業法 に規定する相互会社に準ずるものとして政令で定めるもの 

二  大法人（次に掲げる法人をいう。以下この号及び次号において同じ。）との間に当

該大法人による完全支配関係がある外国法人 

イ 資本金の額又は出資金の額が五億円以上である法人 

ロ 保険業法 に規定する相互会社（前号に掲げる法人を含む。） 

ハ 第四条の七 （受託法人等に関するこの法律の適用）に規定する受託法人（第四

号において「受託法人」という。） 

三  普通法人との間に完全支配関係がある全ての大法人が有する株式及び出資の全部を

当該全ての大法人のうちいずれか一の法人が有するものとみなした場合において当該い

ずれか一の法人と当該普通法人との間に当該いずれか一の法人による完全支配関係があ

ることとなるときの当該普通法人（前号に掲げる法人を除く。） 

四  受託法人 

 

（所得税額の控除） 

第百四十四条  第六十八条（内国法人に係る所得税額の控除）の規定は、外国法人が各

事業年度において第百四十一条各号（外国法人に係る法人税の課税標準）に掲げる外国法

人の区分に応じ当該各号に掲げる国内源泉所得で所得税法 の規定により所得税を課され

るもの（同法第百六十一条第五号 （内国法人から受ける配当等）に掲げる配当等で政令

で定めるものを除く。）の支払を受ける場合について準用する。この場合において、第六

団等の同項各号に掲げる国内源泉所得の区分ごとに、これらの国内源泉所得に係る所得の金額

のうち年八百万円以下の金額については、同項の規定にかかわらず、百分の十九の税率による。 

３  事業年度が一年に満たない外国法人に対する前項の規定の適用については、同項中「年八

百万円」とあるのは、「八百万円を十二で除し、これに当該事業年度の月数を乗じて計算した金

額」とする。 

４  前項の月数は、暦に従つて計算し、一月に満たない端数を生じたときは、これを一月とす

る。 

５  外国法人である普通法人のうち各事業年度終了の時において次に掲げる法人に該当する

ものについては、第二項の規定は、適用しない。 

一  保険業法 に規定する相互会社に準ずるものとして政令で定めるもの 

二  大法人（次に掲げる法人をいう。以下この号及び次号において同じ。）との間に当該大

法人による完全支配関係がある外国法人 

イ 資本金の額又は出資金の額が五億円以上である法人 

ロ 保険業法 に規定する相互会社（前号に掲げる法人を含む。） 

ハ 第四条の七 （受託法人等に関するこの法律の適用）に規定する受託法人（第四号にお

いて「受託法人」という。） 

三  普通法人との間に完全支配関係がある全ての大法人が有する株式及び出資の全部を当該

全ての大法人のうちいずれか一の法人が有するものとみなした場合において当該いずれか一の

法人と当該普通法人との間に当該いずれか一の法人による完全支配関係があることとなるとき

の当該普通法人（前号に掲げる法人を除く。） 

四  受託法人 

 

（外国法人に係る所得税額の控除） 

第百四十四条  第六十八条（内国法人に係る所得税額の控除）の規定は、外国法人が各事業年

度において第百四十一条各号（課税標準）に掲げる外国法人の区分（同条第一号に掲げる外国

法人にあつては同号イ又はロに掲げる国内源泉所得の区分）に応じ当該各号に定める国内源泉

所得（同条第一号に定める国内源泉所得にあつては同号イ又はロに掲げる国内源泉所得）で所

得税法 の規定により所得税を課されるものの支払を受ける場合について準用する。この場合に
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十八条第一項中「所得税の額」とあるのは「所得税の額（所得税法第百六十一条第二号 （国

内源泉所得）に掲げる対価につき同法第二百十二条第一項 （非居住者又は外国法人の所

得に係る源泉徴収義務）の規定により徴収された所得税については、その額のうち、同法

第二百十五条 （非居住者の人的役務の提供による給与等に係る源泉徴収の特例）の規定

により同項 の規定による徴収が行われたものとみなされる同法第百六十一条第八号 に

掲げる給与、報酬又は年金に対応する部分の金額を除く。）」と、同条第二項 中「利子及

び配当等」とあるのは「当該国内源泉所得」と読み替えるものとする。 

  

 

 

（第百四十四条の二から第百四十四条の十三まで追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おいて、第六十八条第一項中「所得税の額」とあるのは「所得税の額（同法第百六十一条第一

項第六号（国内源泉所得）に掲げる対価につき同法第二百十二条第一項 （非居住者又は外国法

人の所得に係る源泉徴収義務）の規定により徴収された所得税については、その額のうち、同

法第二百十五条 （非居住者の人的役務の提供による給与等に係る源泉徴収の特例）の規定によ

り同項 の規定による徴収が行われたものとみなされる同法第百六十一条第一項第十二号に掲

げる給与、報酬又は年金に対応する部分の金額を除く。）」と、同条第二項 中「利子及び配当等」

とあるのは「第百四十四条（外国法人に係る所得税額の控除）に規定する国内源泉所得」と読

み替えるものとする。 

 

（外国法人に係る外国税額の控除） 

第百四十四条の二  恒久的施設を有する外国法人が各事業年度において外国法人税（第六十

九条第一項（外国税額の控除）に規定する外国法人税をいう。以下この項及び第八項において

同じ。）を納付することとなる場合には、当該事業年度の第百四十一条第一号イ（課税標準）に

掲げる国内源泉所得（以下第三項までにおいて「恒久的施設帰属所得」という。）に係る所得の

金額につき第百四十三条第一項又は第二項（外国法人に係る各事業年度の所得に対する法人税

の税率）の規定を適用して計算した金額のうち当該事業年度の国外所得金額（恒久的施設帰属

所得に係る所得の金額のうち国外源泉所得に係るものとして政令で定める金額をいう。）に対応

するものとして政令で定めるところにより計算した金額（以下この条において「控除限度額」

という。）を限度として、その外国法人税の額（第百三十八条第一項第一号（国内源泉所得）に

掲げる国内源泉所得につき課される外国法人税の額に限るものとし、その所得に対する負担が

高率な部分として政令で定める外国法人税の額、外国法人の通常行われる取引と認められない

ものとして政令で定める取引に基因して生じた所得に対して課される外国法人税の額その他政

令で定める外国法人税の額を除く。以下この条において「控除対象外国法人税の額」という。）

を当該事業年度の恒久的施設帰属所得に係る所得に対する法人税の額から控除する。 

２  恒久的施設を有する外国法人が各事業年度において納付することとなる控除対象外国法

人税の額が当該事業年度の控除限度額、地方法人税控除限度額として政令で定める金額及び地

方税控除限度額として政令で定める金額の合計額を超える場合において、前三年内事業年度（当

該事業年度開始の日前三年以内に開始した各事業年度をいう。以下この条において同じ。）の控
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除限度額のうち当該事業年度に繰り越される部分として政令で定める金額（以下この項におい

て「繰越控除限度額」という。）があるときは、政令で定めるところにより、その繰越控除限度

額を限度として、その超える部分の金額を当該事業年度の恒久的施設帰属所得に係る所得に対

する法人税の額から控除する。 

３  恒久的施設を有する外国法人が各事業年度において納付することとなる控除対象外国法

人税の額が当該事業年度の控除限度額に満たない場合において、その前三年内事業年度におい

て納付することとなつた控除対象外国法人税の額のうち当該事業年度に繰り越される部分とし

て政令で定める金額（以下この項において「繰越控除対象外国法人税額」という。）があるとき

は、政令で定めるところにより、当該控除限度額から当該事業年度において納付することとな

る控除対象外国法人税の額を控除した残額を限度として、その繰越控除対象外国法人税額を当

該事業年度の恒久的施設帰属所得に係る所得に対する法人税の額から控除する。 

４  第一項に規定する国外源泉所得とは、第百三十八条第一項第一号に掲げる所得のうち次

のいずれかに該当するものをいう。 

一  国外にある資産の運用又は保有により生ずる所得 

二  国外にある資産の譲渡により生ずる所得として政令で定めるもの 

三  国外において人的役務の提供を主たる内容とする事業で政令で定めるものを行う法

人が受ける当該人的役務の提供に係る対価 

四  国外にある不動産、国外にある不動産の上に存する権利若しくは国外における採石権

の貸付け（地上権又は採石権の設定その他他人に不動産、不動産の上に存する権利又は採

石権を使用させる一切の行為を含む。）、国外における租鉱権の設定又は所得税法第二条第

一項第五号（定義）に規定する非居住者若しくは外国法人に対する船舶若しくは航空機の

貸付けによる対価 

五  所得税法第二十三条第一項（利子所得）に規定する利子等及びこれに相当するものの

うち次に掲げるもの 

 イ 外国の国債若しくは地方債又は外国法人の発行する債券の利子 

 ロ 国外にある営業所、事務所その他これらに準ずるもの（以下この項において「営業所」

という。）に預け入れられた預貯金（所得税法第二条第一項第十号に規定する政令で定め

るものに相当するものを含む。）の利子 
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 ハ 国外にある営業所に信託された合同運用信託若しくはこれに相当する信託、公社債投

資信託又は公募公社債等運用投資信託（所得税法第二条第一項第十五号の三に規定する

公募公社債等運用投資信託をいう。次号ロにおいて同じ。）若しくはこれに相当する信託

の収益の分配 

六  所得税法第二十四条第一項（配当所得）に規定する配当等及びこれに相当するものの

うち次に掲げるもの 

  イ 外国法人から受ける所得税法第二十四条第一項に規定する剰余金の配当、利益の配当、

剰余金の分配又は基金利息 

  ロ 国外にある営業所に信託された所得税法第二条第一項第十二号の二に規定する投資信

託（公社債投資信託並びに公募公社債等運用投資信託及びこれに相当する信託を除く。）

又は第二条第二十九号ハ（定義）に規定する特定受益証券発行信託に相当する信託の収

益の分配 

七  国外において業務を行う者に対する貸付金（これに準ずるものを含む。）で当該業務に

係るものの利子（政令で定める利子を除き、債券の買戻又は売戻条件付売買取引として政

令で定めるものから生ずる差益として政令で定めるものを含む。） 

八 国外において業務を行う者から受ける次に掲げる使用料又は対価で当該業務に係るも

の 

  イ 工業所有権その他の技術に関する権利、特別の技術による生産方式若しくはこれらに

準ずるものの使用料又はその譲渡による対価 

  ロ 著作権（出版権及び著作隣接権その他これに準ずるものを含む。）の使用料又はその譲

渡による対価 

 ハ 機械、装置その他政令で定める用具の使用料 

九  国外において行う事業の広告宣伝のための賞金として政令で定めるもの 

十  国外にある営業所又は国外において契約の締結の代理をする者を通じて締結した保

険業法第二条第六項（定義）に規定する外国保険業者の締結する保険契約その他の年金に

係る契約で政令で定めるものに基づいて受ける年金（年金の支払の開始の日以後に当該年

金に係る契約に基づき分配を受ける剰余金又は割戻しを受ける割戻金及び当該契約に基

づき年金に代えて支給される一時金を含む。） 
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十一  次に掲げる給付補てん金、利息、利益又は差益 

  イ 所得税法第百七十四条第三号（内国法人に係る所得税の課税標準）に掲げる給付補て

ん金のうち国外にある営業所が受け入れた定期積金に係るもの 

  ロ 所得税法第百七十四条第四号に掲げる給付補てん金に相当するもののうち国外にある

営業所が受け入れた同号に規定する掛金に相当するものに係るもの 

  ハ 所得税法第百七十四条第五号に掲げる利息に相当するもののうち国外にある営業所を

通じて締結された同号に規定する契約に相当するものに係るもの 

ニ 所得税法第百七十四条第六号に掲げる利益のうち国外にある営業所を通じて締結さ

れた同号に規定する契約に係るもの 

ホ 所得税法第百七十四条第七号に掲げる差益のうち国外にある営業所が受け入れた預

貯金に係るもの 

ヘ 所得税法第百七十四条第八号に掲げる差益に相当するもののうち国外にある営業所

又は国外において契約の締結の代理をする者を通じて締結された同号に規定する契約

に相当するものに係るもの 

十二  国外において事業を行う者に対する出資につき、匿名組合契約（これに準ずる契約

として政令で定めるものを含む。）に基づいて受ける利益の分配 

十三  前各号に掲げるもののほかその源泉が国外にある所得として政令で定めるもの 

５  租税条約（第百三十九条第一項（租税条約に異なる定めがある場合の国内源泉所得）に

規定する租税条約をいう。以下この項において同じ。）において国外源泉所得（第一項に規定す

る国外源泉所得をいう。以下この項において同じ。）につき前項の規定と異なる定めがある場合

には、その租税条約の適用を受ける外国法人については、同項の規定にかかわらず、国外源泉

所得は、その異なる定めがある限りにおいて、その租税条約に定めるところによる。 

６  第六十九条第十一項及び第十二項の規定は、外国法人が他の外国法人を被合併法人、分

割法人又は現物出資法人（第八項において「被合併法人等」という。）とする適格合併、適格分

割又は適格現物出資（第八項において「適格合併等」という。）により当該他の外国法人の恒久

的施設に係る事業の全部又は一部の移転を受けた場合について準用する。この場合において、

同条第十一項中「第二項及び第三項」とあるのは「第百四十四条の二第二項及び第三項（外国

法人に係る外国税額の控除）」と、「前三年内事業年度の控除限度額」とあるのは「同条第二項
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に規定する前三年内事業年度（以下この項及び次項において「前三年内事業年度」という。）の

同条第一項に規定する控除限度額（以下この項及び次項において「控除限度額」という。）」と、

「控除対象外国法人税の額と」とあるのは「同条第一項に規定する控除対象外国法人税の額（以

下この項及び次項において「控除対象外国法人税の額」という。）と」と、同条第十二項中「前

項」とあるのは「第百四十四条の二第六項において準用する前項」と読み替えるものとする。 

７  第六十九条第十三項の規定は、適格分割又は適格現物出資に係る分割承継法人又は被現

物出資法人である外国法人が前項において準用する同条第十一項の規定の適用を受ける場合に

ついて準用する。この場合において、同条第十三項中「第二項及び第三項」とあるのは「第百

四十四条の二第二項及び第三項（外国法人に係る外国税額の控除）」と、「控除限度額及び控除

対象外国法人税の額」とあるのは「同条第一項に規定する控除限度額（以下この項において「控

除限度額」という。）及び同条第一項に規定する控除対象外国法人税の額（以下この項において

「控除対象外国法人税の額」という。）」と、「、第十一項」とあるのは「、同条第六項において

準用する第十一項」と、「の前三年内事業年度」とあるのは「の同条第二項に規定する前三年内

事業年度（以下この項において「前三年内事業年度」という。）」と、「及び同条第五項」とある

のは「及び第八十一条の十五第五項」と、「並びに第十一項」とあるのは「並びに第百四十四条

の二第六項において準用する第十一項」と読み替えるものとする。 

８  外国法人が納付することとなつた外国法人税の額につき第一項から第三項までの規定の

適用を受けた事業年度（以下この項において「適用事業年度」という。）開始の日後七年以内に

開始する当該外国法人の各事業年度において当該外国法人税の額が減額された場合（当該外国

法人が適格合併等により被合併法人等である他の外国法人の恒久的施設に係る事業の全部又は

一部の移転を受けた場合にあつては、当該被合併法人等が納付することとなつた外国法人税の

額のうち当該外国法人が移転を受けた当該事業に係る所得に基因して納付することとなつた外

国法人税の額に係る当該被合併法人等の適用事業年度開始の日後七年以内に開始する当該外国

法人の各事業年度において当該外国法人税の額が減額された場合を含む。）における第一項から

第三項までの規定の適用については、政令で定めるところによる。 

９  第一項から第五項までの規定、第六項において準用する第六十九条第十一項及び第十二

項の規定並びに第七項において準用する同条第十三項の規定並びに前項の規定は、外国法人で

ある人格のない社団等が収益事業以外の事業又はこれに属する資産から生ずる所得について納
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付する控除対象外国法人税の額については、適用しない。 

１０  第六十九条第十六項から第十八項までの規定は、外国法人が納付することとなる控除

対象外国法人税の額につき、第一項から第三項までの規定による控除をする場合について準用

する。この場合において、同条第十六項中「第一項」とあるのは「第百四十四条の二第一項（外

国法人に係る外国税額の控除）」と、「控除対象外国法人税の額の」とあるのは「同項に規定す

る控除対象外国法人税の額（以下この項及び次項において「控除対象外国法人税の額」という。）

の」と、「、同項」とあるのは「、同条第一項」と、同条第十七項中「第二項及び第三項」とあ

るのは「第百四十四条の二第二項及び第三項」と、「、繰越控除限度額又は繰越控除対象外国法

人税額」とあるのは「、同条第二項に規定する繰越控除限度額（以下この項において「繰越控

除限度額」という。）又は同条第三項に規定する繰越控除対象外国法人税額（以下この項におい

て「繰越控除対象外国法人税額」という。）」と、「）に当該各事業年度の控除限度額」とあるの

は「）に当該各事業年度の控除限度額（同条第一項に規定する控除限度額をいう。以下この項

において同じ。）」と、同条第十八項中「、第一項から第三項まで」とあるのは「、第百四十四

条の二第一項から第三項まで」と、「つき第一項から第三項まで」とあるのは「つき同条第一項

から第三項まで」と読み替えるものとする。 

１１  前三項に定めるもののほか、第一項から第六項までの規定の適用に関し必要な事項は、

政令で定める。 

 

第三節 申告、納付及び還付等 

第一款 中間申告 

（中間申告） 

第百四十四条の三  恒久的施設を有する外国法人である普通法人は、その事業年度（恒久的

施設を有する外国法人になつた日の属する事業年度を除く。次条第一項において同じ。）が六月

を超える場合には、当該事業年度開始の日以後六月を経過した日から二月以内に、税務署長に

対し、次に掲げる事項を記載した申告書を提出しなければならない。ただし、第一号に掲げる

金額が十万円以下である場合若しくは当該金額がない場合又は当該二月以内に恒久的施設を有

する外国法人である普通法人が国税通則法第百十七条第二項（納税管理人）の規定による納税

管理人の届出をしないで恒久的施設を有しないこととなる場合は、当該申告書を提出すること
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を要しない。 

一  当該事業年度の前事業年度の確定申告書に記載すべき第百四十四条の六第一項第七

号（確定申告）に掲げる金額で当該事業年度開始の日以後六月を経過した日の前日までに

確定したものを当該前事業年度の月数で除し、これに六を乗じて計算した金額 

二  前号に掲げる金額の計算の基礎その他財務省令で定める事項 

２  恒久的施設を有しない外国法人である普通法人は、その事業年度が六月を超える場

合には、当該事業年度開始の日以後六月を経過した日から二月以内に、税務署長に対し、

次に掲げる事項を記載した申告書を提出しなければならない。ただし、第一号に掲げる

金額が十万円以下である場合若しくは当該金額がない場合又は当該二月以内に恒久的

施設を有しない外国法人である普通法人が第百三十八条第一項第四号（国内源泉所得）

に規定する事業で国内において行うものを廃止する場合は、当該申告書を提出すること

を要しない。 

一  当該事業年度の前事業年度の確定申告書に記載すべき第百四十四条の六第二項第二

号に掲げる金額で当該事業年度開始の日以後六月を経過した日の前日までに確定したも

のを当該前事業年度の月数で除し、これに六を乗じて計算した金額 

二  前号に掲げる金額の計算の基礎その他財務省令で定める事項 

３  第七十一条第二項から第四項まで（中間申告）の規定は、第一項の普通法人を合併法人

とし、他の外国法人を被合併法人とする適格合併が行われた場合の同項第一号に掲げる金額の

計算について準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に

掲げる字句は、同表の下欄に掲げる字句にそれぞれ読み替えるものとする。 

４  第七十一条第二項から第四項までの規定は、第二項の普通法人を合併法人とし、恒久的

施設を有しない他の外国法人を被合併法人とする適格合併が行われた場合の同項第一号に掲げ

る金額の計算について準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる同条の規定中同表

の中欄に掲げる字句は、同表の下欄に掲げる字句にそれぞれ読み替えるものとする。 

 

（仮決算をした場合の中間申告書の記載事項等） 

第百四十四条の四  恒久的施設を有する外国法人である普通法人（第四条の七（受託法人等

に関するこの法律の適用）に規定する受託法人を除く。）が当該事業年度開始の日以後六月の期
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間を一事業年度とみなして当該期間に係る課税標準である第百四十一条第一号（課税標準）に

定める国内源泉所得に係る所得の金額又は欠損金額を計算した場合には、その普通法人は、前

条第一項各号に掲げる事項に代えて、次に掲げる事項を記載した中間申告書を提出することが

できる。ただし、同項ただし書の規定により中間申告書を提出することを要しない場合又は第

七号に掲げる金額が同条の規定により計算した同項第一号に掲げる金額を超える場合は、この

限りでない。 

一  当該期間を一事業年度とみなして計算した場合における当該期間に係る課税標準で

ある第百四十一条第一号イに掲げる国内源泉所得に係る所得の金額又は欠損金額 

二  当該期間を一事業年度とみなして計算した場合における当該期間に係る課税標準で

ある第百四十一条第一号ロに掲げる国内源泉所得に係る所得の金額又は欠損金額 

三  当該期間を一事業年度とみなして第一号に掲げる国内源泉所得に係る所得の金額に

つき前節（税額の計算）の規定を適用するものとした場合に計算される法人税の額 

四  当該期間を一事業年度とみなして第二号に掲げる国内源泉所得に係る所得の金額に

つき前節の規定を適用するものとした場合に計算される法人税の額 

五  当該期間を一事業年度とみなして第百四十四条（外国法人に係る所得税額の控除）に

おいて準用する第六十八条（所得税額の控除）の規定及び第百四十四条の二（外国法人に

係る外国税額の控除）の規定を適用するものとした場合に控除をされるべき金額で第三号

に掲げる法人税の額の計算上控除しきれなかつたものがあるときは、その控除しきれなか

つた金額 

六  当該期間を一事業年度とみなして第百四十四条において準用する第六十八条の規定

を適用するものとした場合に控除をされるべき金額で第四号に掲げる法人税の額の計算

上控除しきれなかつたものがあるときは、その控除しきれなかつた金額 

七  第三号に掲げる法人税の額（前号の規定に該当する場合には、同号に掲げる金額を控

除した残額）及び第四号に掲げる法人税の額（第五号の規定に該当する場合には、同号に

掲げる金額を控除した残額）の合計額 

八  前各号に掲げる金額の計算の基礎その他財務省令で定める事項 

２  恒久的施設を有しない外国法人である普通法人（第四条の七に規定する受託法人を除

く。）が当該事業年度開始の日以後六月の期間を一事業年度とみなして当該期間に係る課税標準
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である第百四十一条第二号に定める国内源泉所得に係る所得の金額又は欠損金額を計算した場

合には、その普通法人は、前条第二項各号に掲げる事項に代えて、次に掲げる事項を記載した

中間申告書を提出することができる。ただし、同項ただし書の規定により中間申告書を提出す

ることを要しない場合又は第二号に掲げる金額が同条の規定により計算した同項第一号に掲げ

る金額を超える場合は、この限りでない。 

一  当該国内源泉所得に係る所得の金額又は欠損金額 

二  当該期間を一事業年度とみなして前号に掲げる国内源泉所得に係る所得の金額につ

き前節の規定を適用するものとした場合に計算される法人税の額 

三  前二号に掲げる金額の計算の基礎その他財務省令で定める事項 

３  前二項に規定する事項を記載した中間申告書には、これらの規定に規定する期間の末日

における貸借対照表、当該期間の損益計算書その他の財務省令で定める書類を添付しなければ

ならない。 

４  第一項に規定する期間に係る課税標準である第百四十一条第一号イに掲げる国内源泉所

得に係る所得の金額若しくは欠損金額及び同項第三号に掲げる法人税の額、同項に規定する期

間に係る課税標準である同条第一号ロに掲げる国内源泉所得に係る所得の金額若しくは欠損金

額及び同項第四号に掲げる法人税の額又は第二項に規定する期間に係る課税標準である同条第

二号に定める国内源泉所得に係る所得の金額若しくは欠損金額及び同項第二号に掲げる法人税

の額の計算については、次に定めるところによる。 

一  第二条第二十五号（定義）中「確定した決算」とあるのは「決算」と、第六十八条第

三項（第百四十四条において準用する場合に限る。）及び第六十九条第十六項（外国税額の

控除）（第百四十四条の二第十項において準用する場合に限る。）中「確定申告書」とある

のは「中間申告書」と、第六十九条第十七項（第百四十四条の二第十項において準用する

場合に限る。）中「確定申告書、修正申告書又は更正請求書にこれら」とあるのは「中間申

告書、修正申告書又は更正請求書にこれら」と、第百四十二条の五第二項（外国銀行等の

資本に係る負債の利子の損金算入）中「確定申告書」とあるのは「中間申告書」とする。 

二  第百四十二条第二項（恒久的施設帰属所得に係る所得の金額の計算）の規定により前

編第一章第一節第三款（第二十三条の二（外国子会社から受ける配当等の益金不算入）を

除く。）、第四款（第四十六条（非出資組合が賦課金で取得した固定資産等の圧縮額の損金
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算入）を除く。）及び第七款（課税標準の計算）（第五十七条第二項、第七項及び第十項（青

色申告書を提出した事業年度の欠損金の繰越しの要件）並びに第五十八条第二項及び第五

項（青色申告書を提出しなかつた事業年度の災害による損失金の繰越しの要件）を除く。）

の規定に準じて計算する場合におけるこれらの規定中「確定申告書」とあるのは「中間申

告書」と、「確定した決算」とあるのは「決算」と読み替えるものとする。 

５  前二項に定めるもののほか、第一項又は第二項に規定する期間に係る課税標準である所

得の金額又は欠損金額及び第一項第七号又は第二項第二号に掲げる法人税の額の計算に関し必

要な事項は、政令で定める。 

 

（中間申告書の提出がない場合の特例） 

第百四十四条の五  中間申告書を提出すべき外国法人である普通法人がその中間申告書をそ

の提出期限までに提出しなかつた場合には、その普通法人については、その提出期限において、

税務署長に対し、次の各号に掲げる普通法人の区分に応じ当該各号に定める事項を記載した中

間申告書の提出があつたものとみなして、この法律の規定を適用する。 

一  恒久的施設を有する外国法人である普通法人 第百四十四条の三第一項各号（中間申

告）に掲げる事項 

二  恒久的施設を有しない外国法人である普通法人 第百四十四条の三第二項各号に掲

げる事項 

 

第二款 確定申告 

（確定申告） 

第百四十四条の六  恒久的施設を有する外国法人は、各事業年度終了の日の翌日から二月以

内（当該外国法人が国税通則法第百十七条第二項（納税管理人）の規定による納税管理人の届

出をしないで恒久的施設を有しないこととなる場合には、当該事業年度終了の日の翌日から二

月を経過した日の前日とその有しないこととなる日とのうちいずれか早い日まで）に、税務署

長に対し、確定した決算に基づき次に掲げる事項を記載した申告書を提出しなければならない。

ただし、第一号及び第二号に規定する国内源泉所得に係る所得の金額の全部につき租税条約（第

百三十九条第一項（租税条約に異なる定めがある場合の国内源泉所得）に規定する租税条約を
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いう。次項において同じ。）の規定その他政令で定める規定により法人税を課さないこととされ

る場合は、当該申告書を提出することを要しない。 

一  当該事業年度の課税標準である第百四十一条第一号イ（課税標準）に掲げる国内源泉

所得に係る所得の金額又は欠損金額 

二  当該事業年度の課税標準である第百四十一条第一号ロに掲げる国内源泉所得に係る

所得の金額又は欠損金額 

三  第一号に掲げる国内源泉所得に係る所得の金額につき前節（税額の計算）の規定を適

用して計算した法人税の額 

四  第二号に掲げる国内源泉所得に係る所得の金額につき前節の規定を適用して計算し

た法人税の額 

五  第百四十四条（外国法人に係る所得税額の控除）において準用する第六十八条（所得

税額の控除）の規定及び第百四十四条の二（外国法人に係る外国税額の控除）の規定によ

る控除をされるべき金額で第三号に掲げる法人税の額の計算上控除しきれなかつたもの

がある場合には、その控除しきれなかつた金額 

六  第百四十四条において準用する第六十八条の規定による控除をされるべき金額で第

四号に掲げる法人税の額の計算上控除しきれなかつたものがある場合には、その控除しき

れなかつた金額 

七  第三号に掲げる法人税の額（前号の規定に該当する場合には、同号に掲げる金額を控

除した残額）及び第四号に掲げる法人税の額（第五号の規定に該当する場合には、同号に

掲げる金額を控除した残額）の合計額 

八  第五号に掲げる金額で前号に掲げる合計額の計算上控除しきれなかつたものがある

場合には、その控除しきれなかつた金額 

九  第六号に掲げる金額で第七号に掲げる合計額の計算上控除しきれなかつたものがあ

る場合には、その控除しきれなかつた金額 

十  その外国法人が当該事業年度につき中間申告書を提出した法人である場合には、第七

号に掲げる合計額から当該申告書に係る中間納付額を控除した金額 

十一  前号に規定する中間納付額で同号に掲げる金額の計算上控除しきれなかつたもの

がある場合には、その控除しきれなかつた金額 
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十二  前各号に掲げる金額の計算の基礎その他財務省令で定める事項 

２  恒久的施設を有しない外国法人は、各事業年度終了の日の翌日から二月以内（当該外国

法人が第百三十八条第一項第四号（国内源泉所得）に規定する事業で国内において行うものを

廃止する場合には、当該事業年度終了の日の翌日から二月を経過した日の前日とその廃止の日

とのうちいずれか早い日まで）に、税務署長に対し、確定した決算に基づき次に掲げる事項を

記載した申告書を提出しなければならない。ただし、第百四十一条第二号に定める国内源泉所

得を有しない場合又は第一号に規定する国内源泉所得に係る所得の金額の全部につき租税条約

の規定により法人税を課さないこととされる場合は、当該申告書を提出することを要しない。 

一  当該事業年度の課税標準である第百四十一条第二号に定める国内源泉所得に係る所

得の金額又は欠損金額 

二  前号に掲げる国内源泉所得に係る所得の金額につき前節の規定を適用して計算した

法人税の額 

三  第百四十四条において準用する第六十八条の規定による控除をされるべき金額で前

号に掲げる法人税の額の計算上控除しきれなかつたものがある場合には、その控除しきれ

なかつた金額 

四  その外国法人が当該事業年度につき中間申告書を提出した法人である場合には、第二

号に掲げる法人税の額から当該申告書に係る中間納付額を控除した金額 

五  前号に規定する中間納付額で同号に掲げる金額の計算上控除しきれなかつたものが

ある場合には、その控除しきれなかつた金額 

六  前各号に掲げる金額の計算の基礎その他財務省令で定める事項 

３  前二項の規定による申告書には、当該事業年度の貸借対照表、損益計算書その他の財務

省令で定める書類を添付しなければならない。 

 

（確定申告書の提出期限の延長） 

第百四十四条の七  第七十五条（確定申告書の提出期限の延長）の規定は、外国法人が、災

害その他やむを得ない理由（次条に規定する理由を除く。）により決算が確定しないため、前条

第一項又は第二項の規定による申告書（恒久的施設を有する外国法人が国税通則法第百十七条

第二項（納税管理人）の規定による納税管理人の届出をしないで恒久的施設を有しないことと
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なる場合又は恒久的施設を有しない外国法人が第百三十八条第一項第四号（国内源泉所得）に

規定する事業で国内において行うものを廃止する場合において提出すべきものを除く。）を前条

第一項又は第二項に規定する提出期限までに提出することができないと認められる場合につい

て準用する。 

 

（確定申告書の提出期限の延長の特例） 

第百四十四条の八  第七十五条の二（確定申告書の提出期限の延長の特例）の規定は、外国

法人が、会計監査人の監査を受けなければならないことその他これに類する理由により決算が

確定しないため、当該事業年度以後の各事業年度の第百四十四条の六第一項又は第二項（確定

申告）の規定による申告書（恒久的施設を有する外国法人が国税通則法第百十七条第二項（納

税管理人）の規定による納税管理人の届出をしないで恒久的施設を有しないこととなる場合又

は恒久的施設を有しない外国法人が第百三十八条第一項第四号（国内源泉所得）に規定する事

業で国内において行うものを廃止する場合において提出すべきものを除く。）をそれぞれ第百四

十四条の六第一項又は第二項に規定する提出期限までに提出することができない常況にあると

認められる場合について準用する。 

 

第三款 納付 

（中間申告による納付） 

第百四十四条の九  中間申告書を提出した外国法人である普通法人は、当該申告書に記載し

た第百四十四条の三第一項第一号（中間申告）に掲げる金額（第百四十四条の四第一項各号（仮

決算をした場合の中間申告書の記載事項等）に掲げる事項を記載した中間申告書を提出した場

合には、同項第七号に掲げる金額）又は第百四十四条の三第二項第一号に掲げる金額（第百四

十四条の四第二項各号に掲げる事項を記載した中間申告書を提出した場合には、同項第二号に

掲げる金額）があるときは、当該申告書の提出期限までに、これらの金額に相当する法人税を

国に納付しなければならない。 

 

（確定申告による納付） 

第百四十四条の十  第百四十四条の六第一項又は第二項（確定申告）の規定による申告書を
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提出した外国法人は、同条第一項の規定による申告書に記載した同項第七号に掲げる金額（同

項第十号の規定に該当する場合には、同号に掲げる金額）又は同条第二項の規定による申告書

に記載した同項第二号に掲げる金額（同項第四号の規定に該当する場合には、同号に掲げる金

額）があるときは、これらの申告書の提出期限までに、これらの金額に相当する法人税を国に

納付しなければならない。 

 

第四款 還付 

（所得税額等の還付） 

第百四十四条の十一  確定申告書の提出があつた場合において、当該申告書に第百四十四条

の六第一項第五号（確定申告）に掲げる金額（同項第八号の規定に該当する場合には、同号に

掲げる金額）若しくは同項第六号に掲げる金額（同項第九号の規定に該当する場合には、同号

に掲げる金額）又は同条第二項第三号に掲げる金額の記載があるときは、税務署長は、当該申

告書を提出した外国法人に対し、これらの金額に相当する税額を還付する。 

２  第七十八条第二項（所得税額等の還付）の規定は前項の規定による還付金について還付

加算金を計算する場合について、同条第三項の規定は前項の規定による還付金を同項の外国法

人の提出した確定申告書に係る事業年度の第百四十一条第一号又は第二号（課税標準）に定め

る国内源泉所得に係る所得に対する法人税で未納のものに充当する場合について、それぞれ準

用する。 

３  第一項の還付の手続、同項の規定による還付金（これに係る還付加算金を含む。）につき

充当をする場合の方法その他同項の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

（中間納付額の還付） 

第百四十四条の十二  中間申告書を提出した外国法人である普通法人からその中間申告書に

係る事業年度の確定申告書の提出があつた場合において、その確定申告書に第百四十四条の六

第一項第十一号又は第二項第五号（確定申告）に掲げる金額の記載があるときは、税務署長は、

その普通法人に対し、これらの金額に相当する中間納付額を還付する。 

２  第七十九条第二項（中間納付額の還付）の規定は前項の規定による還付金の還付をする

場合について、同条第三項の規定は前項の規定による還付金について還付加算金を計算する場
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合について、同条第四項の規定は前項の規定による還付金をその額の計算の基礎とされた中間

納付額に係る事業年度の第百四十一条第一号又は第二号（課税標準）に定める国内源泉所得に

係る所得に対する法人税で未納のものに充当する場合について、第七十九条第五項の規定はこ

の項において準用する同条第二項の規定による還付金について、それぞれ準用する。 

３  第一項の還付の手続、同項の規定による還付金（これに係る還付加算金を含む。）につき

充当をする場合の方法その他前二項の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

（欠損金の繰戻しによる還付） 

第百四十四条の十三  恒久的施設を有する外国法人の青色申告書である確定申告書を提出す

る事業年度において生じた次の各号に掲げる欠損金額がある場合（第九項又は第十項の規定に

該当する場合を除く。）には、その外国法人は、当該申告書の提出と同時に、納税地の所轄税務

署長に対し、当該各号に定める金額に相当する法人税の還付を請求することができる。 

一  当該事業年度において生じた第百四十一条第一号イ（課税標準）に掲げる国内源泉所

得に係る欠損金額 当該欠損金額に係る事業年度（以下この号において「欠損事業年度」

という。）開始の日前一年以内に開始したいずれかの事業年度の同条第一号イに掲げる国

内源泉所得に係る所得に対する法人税の額（附帯税の額を除くものとし、第百四十四条（外

国法人に係る所得税額の控除）において準用する第六十八条（所得税額の控除）の規定又

は第百四十四条の二（外国法人に係る外国税額の控除）の規定により控除された金額があ

る場合には、当該金額を加算した金額とする。以下この条において同じ。）に、当該いずれ

かの事業年度（以下この号において「還付所得事業年度」という。）の第百四十一条第一号

イに掲げる国内源泉所得に係る所得の金額のうちに占める欠損事業年度の当該欠損金額

（この条の規定により他の還付所得事業年度の同号イに掲げる国内源泉所得に係る所得

に対する法人税の額につき還付を受ける金額の計算の基礎とするものを除く。）に相当す

る金額の割合を乗じて計算した金額 

二  当該事業年度において生じた第百四十一条第一号ロに掲げる国内源泉所得に係る欠

損金額 当該欠損金額に係る事業年度（以下この号において「欠損事業年度」という。）開

始の日前一年以内に開始したいずれかの事業年度の同条第一号ロに掲げる国内源泉所得

に係る所得に対する法人税の額（附帯税の額を除くものとし、第百四十四条において準用
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する第六十八条の規定により控除された金額がある場合には、当該金額を加算した金額と

する。以下この条において同じ。）に、当該いずれかの事業年度（以下この号において「還

付所得事業年度」という。）の第百四十一条第一号ロに掲げる国内源泉所得に係る所得の金

額のうちに占める欠損事業年度の当該欠損金額（この条の規定により他の還付所得事業年

度の同号ロに掲げる国内源泉所得に係る所得に対する法人税の額につき還付を受ける金

額の計算の基礎とするものを除く。）に相当する金額の割合を乗じて計算した金額 

２  恒久的施設を有しない外国法人の青色申告書である確定申告書を提出する事業年度にお

いて生じた第百四十一条第二号に定める国内源泉所得に係る欠損金額がある場合（第十項の規

定に該当する場合を除く。）には、その外国法人は、当該申告書の提出と同時に、納税地の所轄

税務署長に対し、当該欠損金額に係る事業年度（以下この項において「欠損事業年度」という。）

開始の日前一年以内に開始したいずれかの事業年度の同号に定める国内源泉所得に係る所得に

対する法人税の額（附帯税の額を除くものとし、第百四十四条において準用する第六十八条の

規定により控除された金額がある場合には、当該金額を加算した金額とする。以下この条にお

いて同じ。）に、当該いずれかの事業年度（以下この項において「還付所得事業年度」という。）

の同号に定める国内源泉所得に係る所得の金額のうちに占める欠損事業年度の当該欠損金額

（この条の規定により他の還付所得事業年度の同号に定める国内源泉所得に係る所得に対する

法人税の額につき還付を受ける金額の計算の基礎とするものを除く。）に相当する金額の割合を

乗じて計算した金額に相当する法人税の還付を請求することができる。 

３  第一項第一号の場合において、既に同号に規定する還付所得事業年度の第百四十一条第

一号イに掲げる国内源泉所得に係る所得に対する法人税の額につきこの条の規定の適用があつ

たときは、その額からその適用により還付された金額を控除した金額をもつて当該法人税の額

とみなし、かつ、当該還付所得事業年度の同号イに掲げる国内源泉所得に係る所得の金額に相

当する金額からその適用に係る欠損金額を控除した金額をもつて当該還付所得事業年度の同号

イに掲げる国内源泉所得に係る所得の金額とみなして、同項（第一号に係る部分に限る。）の規

定を適用する。 

４  第一項第二号の場合において、既に同号に規定する還付所得事業年度の第百四十一条第

一号ロに掲げる国内源泉所得に係る所得に対する法人税の額につきこの条の規定の適用があつ

たときは、その額からその適用により還付された金額を控除した金額をもつて当該法人税の額
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とみなし、かつ、当該還付所得事業年度の同号ロに掲げる国内源泉所得に係る所得の金額に相

当する金額からその適用に係る欠損金額を控除した金額をもつて当該還付所得事業年度の同号

ロに掲げる国内源泉所得に係る所得の金額とみなして、同項（第二号に係る部分に限る。）の規

定を適用する。 

５  第二項の場合において、既に同項に規定する還付所得事業年度の第百四十一条第二号に

定める国内源泉所得に係る所得に対する法人税の額につきこの条の規定の適用があつたとき

は、その額からその適用により還付された金額を控除した金額をもつて当該法人税の額とみな

し、かつ、当該還付所得事業年度の同号に定める国内源泉所得に係る所得の金額に相当する金

額からその適用に係る欠損金額を控除した金額をもつて当該還付所得事業年度の同号に定める

国内源泉所得に係る所得の金額とみなして、同項の規定を適用する。 

６  第一項（第一号に係る部分に限る。）の規定は、同項の外国法人が同号に規定する還付所

得事業年度から同号に規定する欠損事業年度の前事業年度までの各事業年度（第百四十四条の

六第一項ただし書（確定申告）の規定により確定申告書の提出を要しないこととされる事業年

度を除く。）について連続して青色申告書である確定申告書を提出している場合であつて、当該

欠損事業年度の青色申告書である確定申告書をその提出期限までに提出した場合（税務署長に

おいてやむを得ない事情があると認める場合には、当該申告書をその提出期限後に提出した場

合を含む。）に限り、適用する。 

７  第一項（第二号に係る部分に限る。）の規定は、同項の外国法人が同号に規定する還付所

得事業年度から同号に規定する欠損事業年度の前事業年度までの各事業年度（第百四十四条の

六第一項ただし書の規定により確定申告書の提出を要しないこととされる事業年度を除く。）に

ついて連続して青色申告書である確定申告書を提出している場合であつて、当該欠損事業年度

の青色申告書である確定申告書をその提出期限までに提出した場合（税務署長においてやむを

得ない事情があると認める場合には、当該申告書をその提出期限後に提出した場合を含む。）に

限り、適用する。 

８  第二項の規定は、同項の外国法人が同項に規定する還付所得事業年度から同項に規定す

る欠損事業年度の前事業年度までの各事業年度（第百四十四条の六第二項ただし書の規定によ

り確定申告書の提出を要しないこととされる事業年度を除く。）について連続して青色申告書で

ある確定申告書を提出している場合であつて、当該欠損事業年度の青色申告書である確定申告
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書をその提出期限までに提出した場合（税務署長においてやむを得ない事情があると認める場

合には、当該申告書をその提出期限後に提出した場合を含む。）に限り、適用する。 

９  第一項（第一号に係る部分に限る。）及び第三項の規定は、第一項の外国法人につき解散

（適格合併による解散を除く。）、事業の全部の譲渡、更生手続の開始その他これらに準ずる事

実で政令で定めるものが生じた場合において、当該事実が生じた日前一年以内に終了したいず

れかの事業年度又は同日の属する事業年度において生じた同号に規定する欠損金額（第百四十

二条第二項（恒久的施設帰属所得に係る所得の金額の計算）の規定により第五十七条第一項（青

色申告書を提出した事業年度の欠損金の繰越し）の規定に準じて計算する場合に各事業年度の

第百四十一条第一号イに掲げる国内源泉所得に係る所得の金額の計算上損金の額に算入された

ものその他政令で定めるものを除く。）があるときについて準用する。この場合において、第一

項中「当該申告書の提出と同時に」とあるのは「第九項に規定する事実が生じた日以後一年以

内に」と、「請求することができる」とあるのは「請求することができる。ただし、第一号に掲

げる金額については同号に規定する還付所得事業年度から同号に規定する欠損事業年度までの

各事業年度（第百四十四条の六第一項ただし書（確定申告）の規定により確定申告書の提出を

要しないこととされる事業年度を除く。）について連続して青色申告書である確定申告書を提出

している場合に限る」と読み替えるものとする。 

１０  第一項（第二号に係る部分に限る。）及び第四項又は第二項及び第五項の規定は、外国

法人につき解散（適格合併による解散を除く。）、事業の全部の譲渡、更生手続の開始その他こ

れらに準ずる事実で政令で定めるものが生じた場合において、当該事実が生じた日前一年以内

に終了したいずれかの事業年度又は同日の属する事業年度において生じた同号又は第二項に規

定する欠損金額（第百四十二条の九（その他の国内源泉所得に係る所得の金額の計算）の規定

により準じて計算する第百四十二条第二項の規定により第五十七条第一項の規定に準じて計算

する場合に各事業年度の第百四十一条第一号ロ又は第二号に定める国内源泉所得に係る所得の

金額の計算上損金の額に算入されたものその他政令で定めるものを除く。）があるときについて

準用する。この場合において、第一項中「当該申告書の提出と同時に」とあるのは「同項に規

定する事実が生じた日以後一年以内に」と、「請求することができる」とあるのは「請求するこ

とができる。ただし、第二号に掲げる金額については同号に規定する還付所得事業年度から同

号に規定する欠損事業年度までの各事業年度（第百四十四条の六第一項ただし書（確定申告）
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   第三節 申告、納付及び還付等 

（申告、納付及び還付等） 

第百四十五条  前編第一章第三節（内国法人の各事業年度の所得に対する法人税の申告、

納付及び還付等）（第七十四条第二項（確定申告）を除く。）の規定は、外国法人の各事業

年度の所得に対する法人税についての申告、納付、還付及び国税通則法第二十三条第一項 

（更正の請求）の規定による更正の請求について準用する。 

２  前項の場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、同

表の下欄に掲げる字句にそれぞれ読み替えるものとする。 

 

 

の規定により確定申告書の提出を要しないこととされる事業年度を除く。）について連続して青

色申告書である確定申告書を提出している場合に限る」と、第二項中「当該申告書の提出と同

時に」とあるのは「同項に規定する事実が生じた日以後一年以内に」と、「請求することができ

る」とあるのは「請求することができる。ただし、当該還付所得事業年度から当該欠損事業年

度までの各事業年度（第百四十四条の六第二項ただし書の規定により確定申告書の提出を要し

ないこととされる事業年度を除く。）について連続して青色申告書である確定申告書を提出して

いる場合に限る」と読み替えるものとする。 

１１  第一項（前二項において準用する場合を含む。）又は第二項（前項において準用する場

合を含む。）の規定による還付の請求をしようとする外国法人は、その還付を受けようとする法

人税の額、その計算の基礎その他財務省令で定める事項を記載した還付請求書を納税地の所轄

税務署長に提出しなければならない。 

１２  第八十条第六項（欠損金の繰戻しによる還付）の規定は前項の還付請求書の提出があ

つた場合について、同条第七項の規定はこの項において準用する同条第六項の規定による還付

金について還付加算金を 

 

 

 

 

（第百四十五条削除） 


